
●支払った金額は全額返金されます。
●商品等の引き取りに係る費用は事業者の
　負担となります。
●既に工事が行われていても、
　事業者の負担で元に戻してもらえます。

●必ず書面で、契約を解除したい旨を書いて
　事業者に通知します。

●発信したことが証明できるように、はがきを
　「特定記録郵便」または「簡易書留」で送ります。

●証拠として、必ず両面のコピーをとっておき、
　「特定記録」や「簡易書留」の受領書と一緒に
　大切に保管しましょう。

●クレジット契約している場合は、
　クレジット会社へも書面を送りましょう。
※内容証明郵便で出す方法もあります。

クーリング・オフ制度とは、訪問販売や買取など消費者にとって不意打ちになるような取引について、いったん契約した
場合でも、後で冷静になって契約をやめたいと思えば、無条件で契約解除できる制度です。法律で定められた書面を
受け取った日を含めて８日（いわゆるマルチ商法、内職・モニター商法は20日）以内なら、解除ができます。

困ったときには、県や最寄の市町村の消費生活相談窓口へ相談してください。専門の相談員がお話を伺います。

訪問販売や買取、電話勧誘販売などによる契約の解除には
クーリング・オフ制度を利用しましょう

消費者自らが店舗に出かけて品物を購入した場合など不意打ち性のない取引、３千円に満たない現金での買い物、化粧品・
健康食品など消耗品の消費した部分、自動車・自動車リース、葬儀サービスなどはクーリング・オフ制度が適用されません。

事業者のうそや脅しによってクーリング・オフを妨げられた場合は、期間が過ぎていても、その妨害が解消されるまでは
クーリング・オフができます。あきらめないで相談してください。

訪問販売で、通常では到底必要とは考えられない過剰な量の商品の購入等をさせられた場合、契約後１年間は契約の解除が
できます。困ったときはご相談ください。

成年後見制度とは、判断能力が不十分な方々を、法律面や生活面で保護・支援する制度です（本人に十分な判断能力がある
うちに、将来、判断能力が不十分な状態になった場合に備えて、自らが選んだ任意後見人と、任意後見契約を結ぶ任意後見
制度もあります）。この制度を利用することで、消費者トラブルを防ぐことができる場合があります。
詳しくは市町村の地域包括支援センターへお問い合わせください。

消費者を守る制度を活用しましょう！

成年後見制度について

過量販売（訪問販売に限る）

あきらめないで！

クーリング・オフができない取引

クーリング・オフの方法

クーリング・オフの効果
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